




































































































































































































整備を進めてきた新生児集中治療室（Neonatal Intensive Care Unit：NICU）の病床数も、
2014年には全国平均30.4床となり、41都道府県において目標値に到達した。母体・胎児集中治































































1990 2015 2015 
日本 5 2 1
カナダ 7 4 3
フランス 7 4 2
ドイツ 7 3 2
イタリア 8 3 2
英国 8 4 2
米国 9 6 4
世界平均 63 32 19
乳児死亡率：出生時から満 1 歳に達する
日までに死亡する確率 
新生児死亡率：出生時から生後 28 日以
内に死亡する確率 
（それぞれ出生 1,000人あたりの死亡数）
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　2015年以降、これらの取り組みは地域のそれぞれの実情に合わせて、各都道府県が主体となっ
て行なっているが、つまりこの取り組みは、「小児等に対応する地域包括ケアシステム」の構
築である。前節において概観したように、地域包括ケアシステムは高齢者の医療と介護、認知
症対策などを目的に推進されてきた取り組みであり、現時点では小児等についての枠組みがな
い。しかしながら、本節で示してきたような課題背景のなかで、日本医師会も小児の地域包括
ケアシステムのあり方を議論する「小児在宅ケア検討委員会」をスタートさせ、2018年３月に
答申書を取りまとめると発表した（2016.11/20）ように、小児等についても、高齢者と同様に、
地域包括ケアシステムのなかで受け入れていく体制を充実させていくことは喫緊の課題である。
　小児等においては、成長・発達や学校等（教育）の問題といった、高齢者とは異なる多岐に
わたる対応が必要となる。そのため、小児等に対応する地域包括ケアシステムにおいては、こ
れらを担う施設・機関や職種が有機的に連携し、臨機応変に課題に対応する柔軟性が求められ
るが、教育との連携については、まだ十分な議論と実践が積み重ねられていない。2016年の障
害者総合支援法改正において、医療的ケア児への支援体制の整備が盛り込まれたことにより、
今後はさらに医療的ケア児への対応が重要となってくる。文部科学省（2017）によれば、公立
小中学校の通常学級や特別支援学級に通う医療的ケア児は766人、公立特別支援学校に通う医
療的ケア児は8,116人に上り、10年前に比べておよそ1.4倍にもなっている。こうした児への学
校等における医療的ケアは、配置される看護師もしくは児に付き添う保護者によってなされて
おり、医療的ケアが複雑な児については看護師でも対応できない場合があるため、学校等が保
護者に付き添いを求めることも多い。ただし、この付き添いの要請については「障害者差別解
消法」に違反しているとの見方もあり、学校等における医療的ケアを誰がどのように実施する
かについては、小児等に対応する地域包括ケアシステムのあり方のなかで、今後十分に議論し
ていく必要があるだろう。ところで、2011年の介護保険法改正において、介護職員等に対する
喀痰吸引等研修制度が発足した。第１号研修を修了すると不特定多数の患者に医療的ケアを実
施できるようになり、第３号研修を修了すると特定の患者のみに実施できるようになる。しか
しながら、この研修の受講者に特別支援学校教員は少ないといわれている。下川（2012）は、
Fig.3　小児等在宅医療連携拠点事業
出典）厚生労働省：小児在宅医療に関する施策について
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重症心身障碍児や医療的ケア児が安心・安全に学校や地域での生活を送るためには、医療的ケ
ア等の専門的知識・技能を有する特別支援学校教員が必要不可欠であると指摘している。また、
苅田ら（2015）は、特別支援学校教員の医療的ケアに関する知識・技能不足に着目し、それら
を有する教員の養成プログラム開発を進めている。今後、福祉・保健・医療と教育の連携につ
いては、あらゆる形での議論と実践の積み重ねがなされていくだろう。
　共生社会の実現に向けた方法論としての「地域共生（ケア）」において、地域包括ケアシス
テム構築の推進が図られているわけだが、重症心身障碍児や医療的ケア児といった小児等に対
しても、地域包括ケアシステムとしての受け入れ態勢の充実が目指されている。これまで「共
生社会」を目指すべき社会のあり方を示す理念として捉え、「地域共生（ケア）」に他分野のよ
うには実効的な形で関与してこなかった学校等（教育）も、今後は地域支援における一つの重
要な機関として位置づいていきながら、多機関・多職種連携による障碍児への組織的対応を模
索していくことが求められる。
４．関係機関の連携における特別支援教育コーディネーターの役割
　障碍児への組織的対応としての地域支援のあり方についてはさまざまな可能性が考えられる
が、前節までに言及してきたように、共生社会の実現に向けた方法論として推進されている地
域包括ケアシステムに、学校等（教育）における障碍児への支援を積極的に位置づけ、多機関・
多職種連携による障碍児への組織的対応としての地域支援のあり方を模索していくことも、実
際的な方策の一つである。本節では、そうした方策を今後具体的に展開してくために、学校等
（教育）におけるキーパーソンとして期待される特別支援教育コーディネーターが果たす役割
について、若干の考察を試みる。
　一般的に、特別支援教育コーディネーターは、保護者や関係機関に対する学校等の窓口とし
て、また、学校等内の関係者や福祉・医療機関等との連絡調整の役割を担う者として位置づけ
られている。特別支援学校においては、医療的ケア児への対応のため、福祉・医療機関と連携・
協力をしたり、学校等外の専門家から指導・助言を受けたりするなど、障碍児のニーズに応じ
た教育を展開していくための推進役としての役割を担う。また、各学校等の教員等の専門性や
施設・設備を活かし、地域における特別支援教育に関する相談のセンター的な機能を推進する
役割がある。小・中学校においては、学校等内の関係者間の連携協力、特別支援学校などの教
育機関、福祉・医療機関等との連携・協力の推進役としての役割を担う。（Fig.4）
　こうした、多様な役割を担う特別支援教育コーディネーターであるが、多機関・多職種連携
による障碍児への組織的対応としての地域支援のあり方を模索していくうえでは、とりわけ福
祉・医療機関等との連絡調整、連携・協力の推進役としての役割を強調しておきたい。特別支
援教育コーディネーターがその役割を実効的に果たしていくためには、必要とされる資質とし
て、一つには多機関・多職種についての十分な理解と、その専門性を尊重する意識が求められ
る。医師・看護師・保健師等の保健・医療職、ケアマネジャー・相談支援専門員等の福祉職の
それぞれの専門性と、それらに関連する法律や制度について理解し、それぞれの専門性は異なっ
ていても、障碍児への組織的対応としての目指すべき方向は同一であるという認識をもってい
ることが重要である。
　そしていま一つ、最も重要な資質として、多機関・多職種との「連携・協力」を、「融合・協働」
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へと、支援のあり方をクロスオーバーさせることのできる能力が求められる。現在の特別支援
教育コーディネーターに求められている役割は、学校等の内外における個別的・組織的コンサ
ルテーション機能とコーディネーター機能であるが、とりわけ多機関・多職種との「連携・協
力」においては、それを単純なコーディネートに留めず、「融合・協働」といったコラボレーショ
ンへと深化させていくことが求められる。共生社会の実現に向けた方法論として推進されてい
る地域包括ケアシステムにおける多機関・多職種連携とは、単なる機能連携ではなく、地域の
実情と支援する対象のニーズに合わせて、それぞれの専門性が対象者の地域生活にコミットす
ることである。そのためには、連携を融合へ、協力を協働へと深化させていける能力が必要で
ある。例えば、障碍児が学齢期以降もQOLの高い地域生活を実現していくためには、学校等（教
育）と福祉サービスの連携による切れ目のない、連続性のある支援を提供するだけではなく、
一人の自立した個人として、地域社会における己が役割を獲得した社会生活が過ごせるよう、
特別支援学校高等部などにおいて、地域の実情をふまえた教育を展開していくことが求められ
る。そうした教育実践を多機関・多職種との専門性の融合・協働によって実現していくことこ
そが、共生社会の実現に向けた方法論としての、学校等（教育）における地域支援のあり方の
具体的方策である。
５．結　語
　本稿では、障碍児への組織的対応としての地域支援のあり方についての検討を行なうことを
目的に、共生社会の実現に向けた方法論としての、小児等に対応する地域包括ケアシステムに
ついて整理し、福祉・保健・医療と教育の連携について考察してきた。そして、関係機関の連
携における特別支援教育コーディネーターの役割として、多機関・多職種との「連携・協力」を、
特別支援学校 小・中学校
Fig.4　特別支援教育コーディネーターの役割・機能
出典）国立特殊教育総合研究所：特別支援教育コーディネーター実践ガイド（一部改変）
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「融合・協働」へと、支援のあり方をクロスオーバーさせることのできる能力の重要性を示した。
　ところで、現在の我が国においては、地域コミュニティの脆弱化も社会問題となっている。
そうしたなかで、地域包括ケアシステムのような地域共生（ケア）が制度として位置づけられ、
障碍児の支援が地域に「押しつけられた」ような捉え方をされれば、2016年７月のやまゆり園
事件の犯人のような、「障碍者は社会のお荷物である」といった意識が蔓延しかねない。「共生
社会」とは、地域共生（ケア）という方法論である一方、誰一人として社会的に排除されない
社会のあり方を示す理念でもあることを、我々一人ひとりが深く理解しておくことの大切さを、
最後に付け加えておきたい。
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